
3.4 衛生器具設備、3.5  排水通気設備
（テキスト「空気調和・衛生設備の知識 改訂4版」 P.198～）

TOTO株式会社
中部支社 商品技術課

講師:小林 洋平

2025年度（令和7年度） 基礎知識技術研修会 2025年10月22日（水）



3.4 衛生器具設備

3.4.1 衛生器具の分類と要求条件

テキストＰ１９８



●衛生器具設備とは・・・

給水・給湯設備により供給された湯・水を受け、人の生
活に行為において使用する器具類の総称

給水器具

水受け容器

排水器具

付属品

衛生器具

給水栓、洗浄弁、ボールタップなど

便器・洗面器類、流し類、浴槽など

排水金具類、トラップ、床排水口

鏡、化粧棚、石けん受け、
ペーパーホルダーなど
（温水洗浄便座も）

１）衛生器具の分類

テキストＰ１９８



２）衛生器具の要求条件

常に清潔が衛生性が保てるように吸水・吸湿性がなく、
表面が滑らかで衛生的である①

耐久性、耐摩耗性を有し容易に破損しない
・水受け容器:陶器、プラスチック、ステンレス鋼など
・給水器具など:銅合金製

②

器具の製作・製造が容易であり、堅固に接続・固定できる③

給水・給湯系統への逆流などの汚染防止の配慮がなされている④

節水・節湯、リサイクル配慮

ユニバーサルデザイン
（高齢者等＋誰でも使いやすいような設計配慮）

＋α

テキストＰ１９８



衛生器具の材質（参考）

衛生器具の材質条件

1) 吸水性が少ないこと

2) 常に清潔が保てるよう表面が
平滑で、衛生的であること

3) 耐食性、耐摩耗性、耐老化性が
あり、耐久性に優れていること

4) 飲料水に接する材質は、人体に
有害な成分が溶出しないこと

5) 器具の製造が容易であること

水受け容器
陶器、ほうろう鉄器
ステンレス鋼
プラスチック など

給水・排水金具
銅、黄銅、青銅、
アルミ合金、
プラスチック など

アクセサリー類
陶器、黄銅、
ステンレス鋼、
プラスチック など



3.4 衛生器具設備

3.4.2 水受け容器

テキストＰ１９８



3.４.２ 水受け容器

＜望ましい大便器の条件＞

①乾燥面が少なく、
留水面が広いこと

②洗浄時の騒音が
小さいこと

③洗浄水量ができるだけ
少ないこと

④排水路内径が大きいこと
⑤水封ができるだけ深いこと
⑥座面が広いこと

テキストＰ１９９

(1)  大便器

封水深（排水トラップの深さ）

溜水面

排
水
路
内
径



【衛生陶器】



衛生陶器（参考）

衛生陶器とは、飲料・洗面・用便及びこれに類似する用途に使用する器具（衛生器具）で、
水洗いできる構造の陶器で作られたものをいう。衛生器具に求められる特性は、次のとおりである。
1）衛生的 2）耐久性 3）美的 4）製作の容易性 5）取付の容易性
これをいいかえると、腐食・摩耗せず、容易に清掃でき、製作、工事が容易なものがよい。衛生器
具の材料として、金属・石・ガラス・ホーロー・プラスチック・木材・陶器などが使用されているが、腐
食・磨耗・清掃の点から陶器が最も優れ、広く使用されている。

陶器とは
天然に産する鉱石鉱物と土壌鉱物とを原料とし、これで形を作り、乾燥後、表面に釉薬（うわぐ
すり）を掛け、窯内で高温に焼いて人工的に新しい鉱物（結晶物）とガラス（非結晶物）とを
合成、焼き固めたものが陶器である。その表面には釉薬（うわぐすり）により、光沢や色彩を有す
る。すなわち、陶器は釉薬と素地の2層から成り立っている。



衛生陶器の⾧所

衛生陶器は水回り器具に適した優れた特性をもつ



衛生陶器の短所



衛生陶器の短所



12

衛生陶器の短所

③膨張係数が小さいため、コンクリートに埋め込む場合、
コンクリートの収縮に対する緩衝材が必要



13

衛生陶器の短所

④形状、寸法に若干のばらつきがあり、許容差の公認が必要

成形直後 乾燥後 製 品

約3％ 約10％



14

衛生陶器の短所

④形状、寸法に若干のばらつきがあり、許容差の公認が必要

寸 法 許容差

４０mm未満

４０mm以上

±２mm以下

±５％以下

1ｍｍ未満の端数は切り上げることとし、最大は±25ｍｍ



●衛生陶器のできるまで
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◎工程概要
原料調達 粗砕・微粉砕 攪拌

成形（＊） 造型

乾燥 白素地検査

～豆知識～



【大便器】

テキストＰ１９８



大便器の種類 テキストＰ１９８、１９９



便座の大きさ

現在ではエロンゲートサイズが主流



腰掛便器の給水方向

給水方向は、壁給水と床給水の2種類



腰掛便器の排水方向

排水方向は、床上排水（壁排水）と床排水の2種類



腰掛便器の排水方向

既存の排水位置を変更せずに便器の取り換えが可能



腰掛便器の排水方向

既存の排水位置を変更せずに便器の取り換えが可能



給水方式の種類



給水方式の種類



水の落差による流水作用で
汚物を押し流す方式で、最も
構造がシンプルで安価な便器
です。水たまり面が狭いため、
ボウル内乾燥面に汚物が付
着しやすく、洗浄時に多少水
はねが発生することがあります。
また、便器座面のサイズが他
の方式のものより小さく、多少
窮屈に感じることもあります。

洗落し式

大便器の洗浄方式 テキストＰ１９９



サイホン作用で汚物を吸い
込むように排出する便器で
す。水たまり面はサイホン
ゼット式より少し狭いため、
ボウル内乾燥面にまれに汚
物が付着することがあります。

サイホン式

テキストＰ１９９大便器の洗浄方式



高低差のある水槽に真空管を入れると、管内は満水となり
高さの差による圧力で、高い水槽より低い水槽に水が流れる。

サイホン作用



水をいれたバケツに
満水にして栓をした
ホースを差込みます。

バケツの水位がホースの
先端に達すると

空気を吸込んで(ボコボコ)
水の流れは止まります。

栓を抜くとホースの水は
下に流れていき、

バケツの水を吸出します

この現象が
サイホンです

サイホン作用



サイホン作用



大便器の洗浄水量の基準

便器の種類

洗浄水量

JIS BL基準

節水Ⅰ形
（タンク式・洗浄方式） 8.5L 以下 -

節水Ⅱ形
（タンク式・洗浄方式） 6.5L 以下 -

超節水形
- 大 (6.0)L以下

小 (4.5)L以下

テキストＰ２００



従来形

２０L

節水形

１３L

節水形

８(６)L 節水

６(５)L

１９６５ １９７６ １９９４ １９９９ ２００６ ２００７ ２００９

３．８Ｌ

２０１２～

節水

タンクレス大便器

大便器洗浄水量の変遷

昭和39年(1969年)

東京渇水

昭和53年(1978年)

福岡渇水

テキストＰ200



５.５L

テキストＰ２００
世界の大便器の節水化動向

省資源化の観点から世界においても節水型大便器が普及している



【小便器・洗面器・手洗い器・流し類・浴槽】

テキストＰ２０１



テキストＰ２０１

床置き小便器 壁掛け小便器
(低リップ型)

壁掛け小便器

(2)  小便器種類（形式の違いより）

大人から子供まで使用
可能。ただし、床と小便
器の間が清掃しにくい

大人から子供まで使用
可能で、床面の清掃が

しやすい

足元がすっきりしていて、
床面の清掃が楽。

ただしリップ面が高いた
め子供には使いにくい

リップ面高さ



小 便 水 栓 小便フラッシュバルブ 自動洗浄システム

・構造が単純で最も安価。

・構造が単純で水抜きしやすい(内
部に水が残りにくい）ため厳寒冷地
で比較的採用されやすい。

・給水圧力の制限がないため、低水
圧現場で採用される場合がある。

・構造がやや複雑で小便水栓と
比べ少し価格は高い。

・最低給水圧力の制限がある
（0.07MPa以上）。

・最も高価。

・パブリックトイレなど使用頻度が高い
現場を意識した節水仕様。

・最低給水圧力の制限（0.07MPa以
上）

・洗浄水量は一定に保たれる。安定して鉢内が洗浄されるので衛生的。

・操作のためにハンドルを握る。 ・操作のためにボタンに触れる。 ・非接触で衛生的。

・水量は使用者の操作しだい。 ・使用者の意思と無関係に設定水量で洗浄されるので、衛生的。

・使用者の意思で流す。 ・自動的に流れる。

検知ｾﾝｻｰ

制御部内蔵

高価・衛生的安価

小便器洗浄水栓 小便フラッシュバルブ 自動洗浄システム

小便器給水方式の種類 テキストＰ２０１



トラップなし

トラップ付き トラップ着脱式

トラップの種類 テキストＰ２０１



■無水小便器の構造

カートリッジ

■カートリッジの構造

沈殿物が
尿の流路を塞いで
詰まりが発生する
⇒交換時期

使用を続けると
有機物・尿石など
を含む沈殿物が
生成する

沈殿物が
堆積・付着する

無水小便器は、洗浄水を必要としないので、電源・給水管が不要。
独自のカートリッジ構造がそれを実現。定期的なメンテナンスは必要。

・１日１回以上の拭取り清掃
・定期的なカートリッジ交換
・十分な換気（目安は１２回／時間 以上）
・排水勾配と通気系統の確保 など

■設置上のご注意

水より比重の軽いシール
液が、尿の臭気をブロック

排水管からの臭気は、
カートリッジのトラップ
構造でブロック

シール液流出防止の
返しが、尿の流入と共にシ
ール液が流出
することを軽減

シール液

沈殿物

無水小便器 テキストＰ２０２



テキストＰ２０１、２０２

（３）洗面器・手洗い器

壁掛洗面器 壁掛式の中でも一番普及されているオーソドックスな洗面器。

カウンター一体
形洗面器

洗面ボウルとカウンターが陶器一体になったもので、カウンター部に
小物を置くことができる。
陶器製の形状は1形状、樹脂製は3形状

陶器製



（３）洗面器・手洗い器
テキストＰ２０１、２０２

陶器製

洗面器のバック面を立ち上げ、壁面に水が飛び散らないようにしたもの

隅付洗面器

コーナー部（壁2面）に取付ける洗面器

バック付洗面器



（３）洗面器・手洗い器
テキストＰ２０１、２０２

アンダーカウンター式 フレーム式 セルフリミング式

ベッセル式 ボウル一体タイプ 歯みがき器

カウンター下に洗面器を取付ける
方式

洗面器とカウンターが面一になる
方式

カウンターと洗面器に段差ができるが
カウンター式では施工が一番容易

カウンターの上に洗面器を取付ける
方式

カウンターとボウルに継ぎ目のない
一体形状

コップが不要な上向き吐水。
ボウル洗浄はスプレッダー



（３）洗面器・手洗い器
テキストＰ２０１、２０２

ベッセル式

ボウル一体タイプ

カウンターとボウルを工場で一体成形

カウンターの上に洗面器乗せ、取付金具で取付ける方式。



料理用流し 実験用流し掃除用流し 洗濯用流し 汚物用流し

台所や配膳室
で使用。
ステンレス鋼
製が主流
現在、一般家庭
ではシステム
キッチンが増加
している。

中にバケツを
入れて掃除用
として使用。
便所や湯沸し
室に設置。

小物洗い用と
して現在でも
使用している。
洗濯機の普及
と共にあまり
使用されて
いない。

病院などで、
汚物排水用と
して使用され
ている。

化学実験用と
して、ビーカ
洗浄用などと
して使用され
ている。

（4）流し類
テキストＰ２０２



（５）浴槽

和洋折衷
和風、洋風両方の長所を持って
いる浴槽。適度にカラダをのば
せる上、肩までつかれる深さが
ある。

和風
深さはたっぷり約60cm。
肩までゆったりお湯につから
ないとお風呂に入った気が
しないという方に良い。

洋風
ホテルなどで設置されている
ことの多い、浅くて細長い
浴槽。肩まではつかれないが
足が伸ばせる。

テキストＰ２０２



3.4 衛生器具設備

3.4.3 給水器具・排水器具・付属品

テキストＰ２０２



【給水器具】

テキストＰ２０２



テキストＰ２０２

(1)  給水器具

上水道および建築設備の給水・給湯装置の中間・末端に取り付けられる
給水栓 (開閉金具)と衛生設備器具の付属品を総称して水栓金具という



テキストＰ２０２、２０３

給水器具の種類と性能



テキストＰ２０２、２０３

構造と作動原理（単水栓）

ハンドル

スピンドル

コマ

弁座パッキン

コマ用ナット

ハンドルを回す

スピンドルが上昇

水圧によりコマも上昇

水が出る



テキストＰ２０２、２０３

構造と作動原理（シングルレバー式）

レバーハンドルを上げると
水が流れ出す

レバーハンドルを左右に回して
温度を調節

レバーハンドルを下がった状態で
止水

１つのハンドル操作で吐水、止水、吐水量、
吐水温度の調整ができるため、操作性が良い



テキストＰ２０２、２０３

構造と作動原理（シングルレバー式）

湯側
通水穴

水側
通水穴

バルブ内にある２枚のセラミック板の位置関係
により、吐水・止水・吐水量・温度調整ができる



テキストＰ２０２、２０３

構造と作動原理（シングルレバー式）

使いやすい中央部で操作しても湯を作らないためエコ
簡単に水と湯の使い分けができるためエコ



構造と作動原理（サーモスタット式）

切替ハンドルを回す

温度設定した温度に自動的に温調された
湯水が流れ出す

切替ハンドルを回し、止水する

温度調整ハンドルを

吐水したい温度に合わせる

・温度調整ハンドルの目盛を合せるだけで希望する吐水温度が得られる
・自動温度調節機構を内蔵しており、給湯給水圧が変化してもほとんど吐水温度の
変化がない

テキストＰ２０２、２０３



混合水が設定温度より高いとき

SMAコイル:形状記憶合金
（Shape Memory Alloy）

バイアスバネ混合水が設定温度より低いとき

SMAコイルが
伸びて
水側が開く!

SMAコイルが
縮んで
湯側が開く!

吐水口へ

構造と作動原理（サーモスタット式）

自動温度調整のしくみ

テキストＰ２０２、２０３



洗浄弁の種類

手動タイプ 自動タイプ

・大便器洗浄弁は給水管からの給水で瞬間的に洗浄する。
・必要瞬時流量を確保するため、25ｍｍ以上の給水関係と0.07Mpa以上の給水圧力
（流動時の最低必要圧力）が必要である。

テキストＰ２０４



大便器洗浄弁の構造
テキストＰ２０４



ロータンク式の構造
テキストＰ２０４



2)排水器具

・排水器具とは湯水を受ける水受け容器などの器具の排水口と、排水管を接続する器具の
総称である

・大便器・小便器用のスパットやフランジ、洗面器、手洗器の排水金具などがあり、
日本工業規格(ＪＩＳ Ａ５２０７)に参考として記載されている

テキストＰ２０４



【付属品】

テキストＰ２０４



瞬間式貯湯式
水を便座内のヒーターで加熱し温水を作る

人の肌に使うものなので必ず上水を使用すること。
（再生水の現場では、再生水は便器洗浄に使用しても温水洗浄便座には

別途上水を持ってくる必要有）

内部の貯湯タンクでお湯
を沸かして溜めておく

使用都度、必要な分だ
けお湯を沸かす

中央式給湯設備(セントラル給湯）のお湯を使う

便座内でお湯は作らず、入っていたお湯と水を
混ぜて適温のお湯を作る
※主にホテルのユニットバスで使用。

テキストＰ２０４
3)温水洗浄便座



3.4 衛生器具設備

3.4.4 設備ユニット

テキストＰ２０５



設備のユニット化によるメリット

①現場作業の工程を最小限に押さえて工事全体の能率が
あがり工期が短縮される。

②施工の精度が高められる。

③計画・設計作業が軽減される。

④現場管理作業が軽減される。

⑥防水処理および養生等が軽減される。

⑤現場施工が単純になる。

テキストＰ２０５3.4.4  設備ユニット

⑦端材等材料毎の分別収集が簡単にできるため、
再利用が容易になり、また産業廃棄物の減量化が図れる。

◆従来、現場施工していたシステムを工場でひとつのユニットとして製作することで、現場での工期短
縮、管理作業の軽減、施工精度の向上、性能品質の安定を図ることを目的としたもの。
◆サニタリユニット、キッチンユニット、部材・配管ユニットなどの総称。



＜小便器ユニットの例＞



住宅用システムバス

ホテル用ユニットバス

テキストＰ２０８

●サニタリユニット

住宅用システムキッチン

入浴、洗面、洗濯、用便のための機能の全部、
またはひとつ以上の用をなす室型ユニットのことをいう。



3.4.5  衛生器具のスペースと所有器具数

施設別に利便性・安全性を向上させる移動等円滑化基準が決められている

テキストＰ２０８



3.4.5  衛生器具のスペースと所有器具数
テキストＰ２０８



3.4.5  衛生器具のスペースと所有器具数

建物の利用形態や予想される利用者数に対し、サービスレベルを3段階に分けて
想定し、適正な器具数を設定する方法も提案されている。

テキストＰ２０９



【混合水栓の節水と節湯】

テキストＰ２１０



◆住宅における一次エネルギー消費量のうち、
その多くを給湯設備の一次エネルギー消費量が
占めています。
◆節湯水栓を設置することで、
給湯エネルギー消費量を削減します。

テキストＰ２１０

●節湯水栓の定義と対象製品（Ｔ社）

混合水栓の節水と節湯



3.5排水通気設備

テキストＰ２１１



建物内の排水・通気設備の役割
テキストＰ２１１



3.5.1 排水の種類と排水方式

排水の種類

テキストＰ２１１



3.5.1 排水の種類と排水方式

排水の種類

テキストＰ２１１



3.5.1 排水の種類と排水方式

排水の種類

テキストＰ２１１



3.5.1 排水の種類と排水方式

排水の種類

テキストＰ２１１



3.5.1 排水の種類と排水方式

排水の種類

テキストＰ２１１



3.5.1 排水の種類と排水方式

排水方式

テキストＰ２１１



（1）トラップの目的と構造
テキストＰ２１１、２１２



（1）トラップの目的と構造

1つの設備に対して、トラップは1つの原則
2つ以上ある場合には、排水能力が著しく低下。

テキストＰ２１２、２１３



（2）トラップの種類
テキストＰ２１４



（3）トラップの破封原因と防止
テキストＰ２１４



（3）トラップの破封原因と防止

器具とトラップの組み合わせやトラップと排水管の配管方法が
不適切なときに生じやすい

テキストＰ２１４



（3）トラップの破封原因と防止

立て管の上層階から一気に多量の水が落下した後に
排水管内の負圧により発生

テキストＰ２１４



（3）トラップの破封原因と防止

立て管の上層階から一気に多量の水が落下した後に
排水管内の正圧により発生（下層階で生じやすい）

テキストＰ２１４



（3）トラップの破封原因と防止
テキストＰ２１４



（3）トラップの破封原因と防止

排水不良の原因となるため禁止

対処方法

テキストＰ２１４、２１５



3.5.3 排水の種類と排水方式

排水方式

管径が太いものは勾配を緩く、細いものは急勾配にする

テキストＰ２１５



3.5.4 通気方式

通気設備の役割

テキストＰ２１７



3.5.4 通気方式

主な通気方式

テキストＰ２１７



3.5.6 排水通気管径の決め方（器具排水負荷単位法）

器具の排水負荷単位と接続される通気管の⾧さから、
トラップが破封しない圧力変動となるような通気管径を選定する方法

テキストＰ２１９，２１０





【演習問題①】

衛生陶器は、製造開始から完成までの間に収縮しますが
その収縮率は以下のうちのどれでしょうか。

（１） ５％程度
（２） １０～１５％
（３） ２０％程度



【演習問題②】

フラッシュバルブ式（大便器洗浄弁）に関して、
（１）～（４）の中から適切はものを選択してください。

（１）最低必要水圧は0.03MPaである
（２）給水管径は25A以上である
（３）連続使用は不可である
（４）おすすめ建物は住宅である



【演習問題③】

同一排水配管経路中にトラップが２箇所存在すると、
以下のうちどの状況となりますか。

（１） 排水不良となる
（２） 特に変わらない
（３） 排水能力が上がる
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消火設備の基礎知識

基礎知識技術研修会
２０２５年１０月２２日

能美防災株式会社 篠原雄介



消火の原則
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消防法令
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屋内消火栓設備
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１号消火栓 一人操作ができない 操作には訓練要

易操作性１号消火栓 一人操作可能 現在の主流（平成8年施行）

２号 一人操作可能

小水量で扱い易い

工場・作業場は設置不可

（２号：昭和62年施行）

（広範囲型２号：平成25年施行）
広範囲型２号（※）

１号消火栓 易操作性１号消火栓 ２号消火栓

屋内消火栓の種類

※広範囲型2号消火栓：H25.3.27法令改正により新たに制定された。（H25.10.1施行）

広範囲型２号消火栓



屋内消火栓の性能

１号消火栓 易操作性

１号消火栓

２号消火栓 広範囲型

２号消火栓

水平距離 25m 15m 25m

放水圧力 0.17～0.7MPa
0.25～
0.7MPa

0.17～
0.7MPa

ノズル
放水量

130L/min 以上
60L/min
以上

80L/min
以上

ポンプの

遠隔起動方法

発信機連動

又は専用押釦
開閉弁の操作、ホース延長等と連動

ホース種類 平ホース 保形ホース

ホース長さ
30ｍ 30ｍ 20ｍ 30ｍ
※包含範囲内の各部分に有効に放水することができる長さとする（H25法改正）

15



屋内消火栓のポンプ吐出量・水源

設備 基本流量

（L/min)

最大使用数 ポンプ

吐出量

（L/min)

水源水量

（ｍ３）

1号消火栓

（易操作含む）

１５０ ２台 ３００ ５．２

（2.6×2）

２号消火栓 ７０ ２台 １４０ ２．４

（1.2×2）

広範囲型

２号消火栓

９０ ２台 １８０ ３．２

（1.6×2）

設置される屋内消火栓台数が各階1台のみの場合は、1台分の量となる。

例）1号消火栓が各階1台のみで５階建ての場合、

・ポンプ吐出量 ： １５０L/min

・水源水量  ： ２．６㎥
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1)

2)

3)

4)

5)

6)

1
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消火栓の主な起動方式

発信機起動方式

• 専用押しボタン起動方式

• 圧力減圧起動方式

発信機を押すことにより、

消火栓ポンプが起動します

専用起動ボタンを押すことにより、

消火栓ポンプが起動します

消火栓弁を開ける→配管内減圧、

消火栓ポンプが起動します

発信機押す→受信機火災信号→ポンプ起動

専用起動ボタン押す→ポンプ起動

消火栓バルブ開ける→配管内圧力低下→ポンプ起動
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演習問題①

問１. 
次の建物のうち、屋内消火栓の設置が必要なのはどれか。
①耐火構造で内装が制限されていない延べ面積が2,000㎡の小学校
②準耐火構造で内装が制限されている延べ面積が1,500㎡の事務所
③耐火構造で内装が制限されている延べ面積が2,000㎡のホテル
④耐火構造で内装が制限されている延べ面積が2,100㎡の教会

問２.
屋内消火栓（広範囲型２号）が各階３台設置されている場合に必要となる
の水源水量はどれか。

①4.8ｍ３
②2.4ｍ３
③3.2ｍ３
④5.2ｍ３

24
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スプリンクラー設備



スプリンクラー設備

スプリンクラーヘッド
アラーム弁（流水検知装置）

末端試験弁

スプリンクラー

ポンプ

高架水槽

消火水槽
水槽の容量（２種ヘッドの場合）

８０Ｌ/min×１２個×２０分＝１９，８００Ｌ 送水口



 
給水 

補助高架水槽 地区ベルまたは非常放送 

送水口 

排水 
圧力 

スイッチ 

圧縮空気 

排水 

末端試験弁 

排水 補助散水栓 

スプリンクラーヘッド 

圧力スイッチ 

流水検知装置 

排水弁 

制御弁 

排水 

給水 

減水警報装置 
逃し配管 

ポンプ吐出

側逆止弁 

モーター 

排水 

呼水槽 

ポンプ 

流量測定装置 

貯 水 槽 

圧力空気槽 

ポンプ制御盤 

火災受信機 

ポンプ吐出側逆止弁１次側は呼水槽からの落差圧による低圧水
ポンプ吐出側逆止弁２次側は設備監視圧力

火災受信機

地区ベル

ポンプ
制御盤

送水口

流水検知装置

スプリンクラーヘッド補助散水栓

末端試験弁

補助高架水槽

湿式スプリンクラー設備例（常時）



 

スプリンクラーヘッド開放 

圧力スイッチ動作 

ベル鳴動 

放水 

人が補助散水栓を使用 

火災 

流水検知装置作動 

圧力スイッチ動作 

ポンプ運転表示灯点灯 

放水表示灯点灯 

湿式スプリンクラー設備例（火災時）

• 火災によりヘッドが作動、配管内に流水現象
• 流水検知装置の作動→受信機放水表示およびベル鳴動
• 配管内の圧力低下により圧力空気槽が減圧→ポンプ自動起動

火災
発生

ヘッド作動

流水検知
装置作動

圧力空気
槽減圧



スプリンクラー設備の機器類

閉鎖型スプリンクラーヘッド

この型のヘッドは、内部のハン
ダが溶け、内部の部品が外れ、
水が放水されます

閉鎖型スプリンクラーヘッド

この型のヘッドは、グラス内の
アルコールが膨張し、グラスが
崩壊、部品が外れ、水が放水さ
れます

流水検知装置（アラーム弁）

スプリンクラーが放水した時の
流水を検知し、火災受信機に信
号を送ります

スプリンクラーポンプ

配管内の圧力低下を圧力
スイッチが感知、ポンプが自
動起動します

送水口（スタンド型）

消防車によりスプリンクラー
の消火水を給水する口金で
す

末端試験弁

スプリンクラーの末端での
放水圧力を測定する装置で
す
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スプリンクラーヘッドの作動



構成
圧力計、圧力スイッチ、リター

ティングチャンバー、信号停止弁、
排水弁等により構成される

常時
１次側と２次側のバランスは

Ｐ１×Ａ１≦Ｐ２×Ａ２
（開放力≦閉止力）

で保持され、クラッパーは閉止

湿式流水検知装置の構成
 

スプリンクラーヘッド 

圧力計（２次圧） 

圧力計（１次

圧） 

圧力スイッチ 

リターディングチャンバー 

（遅延装置） 

オリフィス 

排水弁 

（常時閉） 

オリフィス 

（オートドリッ

プ） 信号停止弁 

（常時開） 

弁座 クラッパー 

補助弁 

ゲージコック 

（常時開） 



湿式流水検知装置動作例（火災時）

ヘッドの放水による流水が発生すると補助弁からの給水では
不足
→2次側圧力が低下 Ｐ１＞Ｐ２ によりクラッパー開放
→圧力スイッチ作動
→火災受信機に放水表示・警報

 

放水 

圧力スイッチ動作 

（加圧 ON） 

排水 P1

P2

火災受信機へ

表示・警報



圧力空気槽（起動用水圧開閉装置）例

常時
空状態の槽内にポンプ運転による高
圧水を送ることにより槽内の圧力を
水圧と同圧に圧縮封入
配管に少量の漏れがある場合、この
圧縮空気により配管内圧力は急降下
せず、徐々に下がる

弁 開状態 

 閉状態 

 逆止弁 

 高圧水 

 低圧水 

 電路 

  圧縮空気 

圧力計 

ゲージコック 

圧力スイッチ 

排水 

排水弁 

圧力空気槽



圧力空気槽動作

配管内減圧時
スプリンクラーヘッドの作動、
補助散水栓の使用により配管
内圧力が低下
→圧力ＳＷ作動・ポンプ起動

ポンプ運転後
ポンプ運転により槽内が再加
圧

→圧力スイッチ復旧
ポンプは停止しない

 圧力スイッチ動作（減圧ON） 

（ポンプ起動用信号送信） 

 
圧力スイッチ復旧 

（加圧 OFF） 
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制御盤、呼水槽、圧力空気槽等を
ユニット

ポンプは電動機（モータ）により駆動

ポンプ性能試験装置、水温上昇防
止用逃し装置を設置

39

 

排水 

消火ポンプ 

制御盤 呼水装置 バルブ 

圧力ｽｲｯﾁ 

圧力空気槽 

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ 

ﾊﾟｲﾌﾟ 

水温上昇防止 

逃し装置 

ポンプ性能 

試験装置 

連成計 

圧力計 

モータ

制御盤 呼水槽
圧力空気槽

水温上昇防止

用逃し装置

ポンプ性能試験装置

「加圧送水装置の基準」（H9年
消防庁告示第8号）に適合した
ものであること

加圧送水装置（ポンプユニット）



消火ポンプ制御盤の例

ポンプ起動、停止制御
過電流警報表示、呼水槽減水表示等
ポンプ起動は自動（手動も可）、停止は制御盤操作のみ

 

注意銘板 

停止押釦スイッチ 

始動押釦スイッチ 

警報ブザー 

電流計（A） 

呼水槽減水表示灯･橙 

電動機過電流表示灯･橙 

名称（消火ポンプ制御盤） 
運転表示灯･赤 

電源表示灯･白 

電圧計（V） 

ブザー入･切スイッチ 
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水平距離の考え方

正方形配置の場合
A＝√２R
R=2.3m ：A≒3.25m
R=2.6m ：A≒3.67m

矩形配置の場合
A＝√（２R）2-B2

B＝√（２R）2-A2



防火対象物 ヘッド種
別

同時

開放個
数

ポンプ

吐出量

（L/min)

水源水量

（ｍ３）

動力

（ｋｗ）

（参考）

11階以上 高感度型 １２ １０８０ １９．２ 30～45

物販店舗

（16項含む）

22～37

上記以外 ８ ７２０ １２．８ 15～22

11階以上 標準型

(高感度
型以外)

１５ １３５０ ２４．０ 30～45

物販店舗

（16項含む）
22～37

上記以外 １０ ９００ １６．０ 18.5～30

43

乾式・予作動式の場合は上記の1.5倍の水量となる。

標準型スプリンクラーヘッド1個当たりの水量は９０L/min、水源１．６ｍ３。

スプリンクラーのポンプ吐出量・水源
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11F

11F
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受水槽補助水槽併用式

50

・補助水槽を介することで水道との縁切りが可能
・水槽、ポンプユニット一体型設置により施工が容易
・ポンプ加圧により水道圧の影響を受けない
・水槽・ポンプユニットの設置場所が必要
・電源が必要（非常電源の付置義務は無し）



51

電動弁式

・電動弁で水道との縁切りを行う
・水道圧の影響を受ける
・能美防災の性能評定品であり32条特例必要
・内装準不燃材以上のみ設置可
・電源は弱電でよい
・機器の設置スペースが少ない
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放水型スプリンクラーを免除できる条件

55

高天井の部分に該当しない 放水型ヘッドを省略できる

→スプリンクラーヘッドの設置が必要
→高天井部以外の部分に設置する
スプリンクラーヘッドでの警戒が必要



放水型スプリンクラーを免除できる条件２

56

放水型スプリンクラー設備の設置を要しない

→屋内消火栓、補助散水栓での警戒が必要
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•

•

•

•

•
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•
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•

•

•

2

2
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スプリンクラーヘッドの配置１

参考 2.6mヘッド散水形状
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スプリンクラーヘッドの配置２
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感熱開放継手

・上部に熱感知により開放する弁、空配
管で接続し障害物下部に散水用の開放
型スプリンクラーヘッドをセットで設置す
ることにより、有効な火災感知、消火を
行う。

（日本消防検定協会 特手機器評価品）
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演習問題②
問１. 
次のうち、正しいものはどれか。
①6項ロの２階建ての老人ホームで、延べ面積が250㎡であるためスプリンクラー設備が不要で
あると判断した。
②4項の商業施設で、延べ面積が5,000㎡であるためスプリンクラー設備が不要であると判断し
た。
③16項イの複合ビルで、地階を除く階数が11であったので11階だけにスプリンクラー設備が必
要と判断した。
④16項ロの複合ビルで、地階を除く階数が11であったので11階だけにスプリンクラー設備が必
要と判断した。

問２.
次のうち、スプリンクラーヘッドの破損により水損が起こりうる設備はどれか。
①放水型スプリンクラー設備
②乾式スプリンクラー設備
③予作動式スプリンクラー設備
④開放型スプリンクラー設備
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水噴霧消火設備等



L/min

(1)

(2)

(3)

35



36



37



P2
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P1

P1>P2
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74

水噴霧消火設備
泡消火設備
不活性ガス消火設備
ハロゲン化物消火設備
粉末消火設備

水噴霧消火設備等の設置部分
（消防法施行令第13条）

水噴霧 泡 不活性
ガス

ハロゲ
ン化物

粉末

飛行機又は回転翼航空機の格納庫

〇 〇
屋上部分で回転翼航空機又は垂直離着陸機航空機の発着場

〇 〇
道路（総務省令で
定めるもの）の用
に供される部分

屋上部分 600㎡以上

〇 〇 〇 〇
その他 400㎡以上

自動車の修理、又
は整備の用に供さ
れる部分

地階、2階以上 200㎡以上

〇 〇 〇 〇1階 500㎡以上

駐車の用に供され
る部分

地階、2階以上 200㎡以上

〇 〇 〇 〇 〇
1階 500㎡以上

屋上部分 300㎡以上

機械装置による駐車場 収容台数10台以上

発電機、変圧器等の電気設備室 200㎡以上 〇 〇 〇
鍛造場、ボイラー室、乾燥機室等、多量の火気仕様部分

〇 〇 〇
通信機器室

〇 〇 〇



特定駐車場における火災を感知し、自動的に泡水溶液
を放射し火災の拡大を抑制するための設備で、泡消火
に代えて用いることができる設備（必要とされる防火安
全性能を有する消防の用に供する設備等：令29条の４
ルートB設備）

閉鎖型ヘッドを用いた泡消火設備で、スプリンクラー設
備の長所を取入れシンプルな構成で火災初期段階で
確実に作動する設備

75

特定駐車場用泡消火設備
（平成26年3月27日 総務省令第23号）



従来設備との違い
従来 泡消火設備 特定駐車場用泡設備
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泡消火設備との違い

泡水溶液

泡水溶液

流水検知装置より

流水検知装置より

一斉開放弁
火災感知ヘッド等

泡 ヘ ッ ド

末
端
試
験
弁

手
動
起
動
弁

閉鎖型泡水溶液ヘッド



78

＊自動車の修理、又は整備の用に供される部分、指定可燃物を取り扱う部分
    などには、設置できません。
＊駐車場に隣接する倉庫、ELVホール等へは設置できません。

特定駐車場用泡消火設備の適用範囲



演習問題③
問１. 
次のうち、水噴霧消火設備等を設置しなくてもよいものはどれか。

①地階にある２００㎡の駐車場
②収容台数が12台の機械式駐車装置
③１階にある４００㎡の駐車場
④２階にある３００㎡の駐車場

問２.
次のうち、監視状態の泡消火設備にあって水損とならない事例はどれか。

①固定式泡消火設備の手動起動弁を子供がいたずらし開放する。
②特定駐車場用泡消火設備のヘッドに車両が接触し破損する。
③固定式泡消火設備の泡ヘッドに車両が接触し破損する。
④固定式泡消火設備の感知ヘッドに車両が接触し破損する。
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ガス系消火設備



40



82

不活性ガス消火設備の系統
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ハロン１３０１ 窒素 二酸化炭素

有人・無人による適
用部分

有人 無人（*1有人） 無人

消火剤の安全性 安全（分解生成物
に毒性有り）

安全 危険

オゾン層破壊係数 10 0 0

地球温暖化係数 5600 0 1

ボンベスペース

（貯蔵容器数比）

小

（0.3）

大

（1.7）

中

（1）

避圧口 不要 要 不要

使用制限 有
ｸﾘﾃｨｶﾙ･ﾕｰｽ

1000㎡未満
3000㎥未満（*2）

無

隣接区画の

安全対策
不要 不要 要

84＊１法令上は無人が原則。ただし、有人部分も設置実績多数。
＊２法令上の制約。1000㎡以上、3000㎥以上の部分も設置実績多数。

ガス系消火剤の比較



衛生設備の講義は、14:45～16:45 です。

1時間に1回休憩を入れて講義を進めます。

『空気調和・衛生設備の知識』

では、P154～P197 です。



給排水設備の概要、給水・給湯設備

「日頃身近に接している給排水設備」の概要・ルールを法規則

を含めて説明し、給水・給湯設備において施設の規模・用途によりどの

ようなシステムを構築するのが適しているかを紹介する

2025年10月

講義の目的

P154～P197



給排水衛生設備の概要

（P154～P162）



給排水・衛生設備の基本原則

(1) 関連法規に従って設計・施工・維持管理しなければならない。

(2) 人の住居または使用を目的とする建物等で上水を使用する場合は、上水給水系統とする。

（定められた水質基準に適合すること）

(3) 上水給水・給湯系統は、他の系統と配管等で接続（クロスコネクション）をしてはならない。

(4) 上水給水・給湯系統は、逆流や逆サイホン作用の危険を生ずるものであってはならない。

(5) 衛生器具や装置などには、その機能を満足に果たすことのできる水量を適正な水圧で供給し

なければならない。

(6) 給水・給湯系統は、ウォータハンマ、高い流水音、異常な振動を生ずるものであってはなら

ない。

〔抜粋・要約〕

空気調和・衛生工学会規格
「給排水衛生設備基準 SHASE-S 206-2019」

概要－１

水道水或いは飲料
水の水質基準に適
合する水

・建築基準法
・建築物衛生法
・水道法
・下水道法
・消防法
・水質汚濁法
・ガス事業法 等



(7) 水の加圧・加熱・貯蔵用の機器・装置は、内圧・荷重もしくは過熱による破裂の危険および

腐食を防止し得るものでなければならない。

(8) 排水・通気系統は、排水を生活環境に害を与えること無く、確実、かつ衛生的に排除しうる

ものでなければならない。

(9) 排水系統へ直結する器具類は、臭気や虫類の侵入を防止する水封トラップを備えなければな

らない。

(10) グリース（油脂）・可燃性排水・土砂・その他排水系統・処理施設または下水道に対して有

害な物質を含む排水系統には、それらを適切に除去し得る設備（阻集器）を設けなければな

らない。

(11) 排水系統には、排水の停滞や管詰まりが起こらないようにし、また、配管には管内を容易に

掃除できるように適切な位置に掃除口を設けなければならない。

(12) 給水タンク、水飲み器、製氷器など常に衛生的に保たなければならない機器・器具の排水は

間接排水としなければならない。

(13) 給水タンク・排水槽および排水系統には、通気管を設けなければならない。

概要－２



(14) 排水系統の通気管の開口部は、開口頂端が詰まったり、建物内部へ汚染空気が侵入しない位

置・構造としなければならない。

(15) 雨水は、速やかに排除するように公共下水道に排水するか、公共下水道がない場合は適切な

排水系統を設けなければならない。

(16) 雨水は、し尿浄化槽に接続する汚水管や雑排水管に排水してはならない。

(17) 雨水排水管を合流式の敷地排水管に接続する場合は、水封トラップを設けなければならない。

(18) 衛生器具の表面は滑らかで、かつ不浸透性を有し、常に清潔に保たれるものでなければなら

ない。

(19) 給排水系統の諸配管は、耐久性のある材料を使用し、耐用年数を越えた配管の取り替えにつ

いても考慮しなければならない。

(20) 機器・タンクおよび配管は地震などにより転倒・移動・落下・破損しないように支持し、そ

れらの接続部には適切な処理を講じなければならない。

(21) 給排水衛生設備は施工完了後適切な試験・検査を行わなければならない。

(22) 建物の所有者・管理者または使用者は、常に環境衛生および保安上障害がないように給排水

衛生設備を維持管理しなければならない。

概要－３



水 道 施 設 の 一 例
概要－４

1階
便所排水

④排水槽

④排水
ポンプ

下水道

④

④
④⑤

大便器

Ｍ

Ｍ

雨水利用

⑥
沈砂槽

⑥雨水
貯留槽

②雑用水
用受水槽

②雑用水用
揚水ポンプ

⑥砂ろ過装置 薬注ポンプ

地階
便所

②

保守

②雑用水用高置水槽①上水用高置水槽

①上水用水槽 ①上水用
揚水ポンプ
ユニット

Ｍ

RD

ルーフドレン

③膨張水槽

機械室

①

④

⑤

洗面

保守

③③

ガス
本管

水道
本管

Ｍ

水道メータ

⑧ガスメータ

⑧

調理

⑦消防用
補助高架水槽

⑦

⑧

⑦屋内
消火栓箱

水源

⑦屋内消火栓ポンプユニット

③ボイラ

③循環ポンプ

①上水設備
②雑用水設備
③給湯設備

④排水通気設備
⑤衛生器具設備
⑥雨水利用設備

⑦屋内消火栓設備
⑧ガス設備

給水
設備

本図中の番号と設備の種類

消火活動

①

③貯湯槽

P155
図3.1-1



水 道 施 設 の 一 例
概要－４

1階
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④⑤
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洗面

保守
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水道
本管

Ｍ

水道メータ

⑧ガスメータ

⑧

調理

⑦消防用
補助高架水槽

⑦

⑧

⑦屋内
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水源

⑦屋内消火栓ポンプユニット

③ボイラ
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③給湯設備
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⑤衛生器具設備
⑥雨水利用設備

⑦屋内消火栓設備
⑧ガス設備

給水
設備

本図中の番号と設備の種類

消火活動

①

③貯湯槽

P155
図3.1-1

適正な水量と水圧を
供給できるように計画する

・上水 （飲用可能）
・雑用水（洗浄）



水 道 施 設 の 一 例
概要－４
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本図中の番号と設備の種類

消火活動

①
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P155
図3.1-1

適正な水量と水圧を
供給できるように計画する

・中央式
・局所式

熱源

・ガス
・電気
・油



水 道 施 設 の 一 例
概要－４
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図3.1-1

排水（使用した水を排除する）
・分流式（汚水・雑排水と分ける）
・合流式（汚水・雑排水が一緒）
また、
・重力式で排除
・機械式で排除

通気（排水を円滑に流す）
・各個通気方式
・ループ通気方式
・伸頂通気方式 等



水 道 施 設 の 一 例
概要－４
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本図中の番号と設備の種類

消火活動

①

③貯湯槽

P155
図3.1-1

衛生器具

・適正な種類（自動・手動）
・適正な器具数
・節水器具の選定

衛生器具設備

（洗 面 器）

（流 し）

（大・小便器）

（水 栓 類）



水 道 施 設 の 一 例
概要－４
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消火設備
・屋内消火栓設備
・屋外消火栓設備
・スプリンクラー設備
・泡消火設備

・不活性ガス消火設備
・粉末消火設備
・動力消防ポンプ設備

消火活動上必要な施設
・連結送水管
・連結散水設備
・排煙設備

避難設備
・滑り台
・避難はしご 等

消防用水
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・熱源用
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・医療用（滅菌）
・実験用
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水 道 法 適 用 の 水 道

水道

事業

一般の需要（寄宿舎・社宅など相手が特定していないこと）に応じて、水道

により水を供給する事業で、給水人口が１００人を超えるものをいう。

専用
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寄宿舎・社宅・診療所などにおける自家用の水道または水道事業の用に供す

る水道以外の水道であって、１００人を超え、２０ｍ３／日を超えるものに

その居住に必要な水を供給するものをいう。

簡易

専用

水道

水道事業者の水道から供給を受ける水のみを水源とするもので、

受水槽容量が１０ｍ３を超えるものをいう。

概要－６
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水 道 施 設 の 一 例
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○浄水施設は沈殿・ろ過・消毒
設備で構成

○塩素消毒により残留塩素を末端
水栓にて保持する必要あり

浄水施設
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そのまま排水出来ない場合
公共下水道に放流できるレベル

まで処理する

・排水再利用設備
・雨水再利用設備



給水設備

（P163～P183）



上水（飲料水）と雑用水（中水）

上水：飲料用・炊事・洗濯・洗面・入浴・水泳プール用水

空調設備用水（冷却水・加湿用水・機器補給水）

上水と雑用水との割合

雑用水：便器洗浄（洗浄便座を除く）・散水・洗車・池用水・消火用補給水

中水とする場合もある （ビル管理法etcの確認必要）

建築物種類 上水（飲料水）［％］ 雑用水（中水）［％］

一般建築 30～40 70～60

住宅 65～80 35～20

病院 60～66 40～34

デパート 45 55

学校 40～50 60～50

給水－１

1日に使用する水の割合

P172
表3.2-5参照



水道法による水質基準（厚生労働省令による）

水質基準項目（省令） 水質基準（省令） 水質基準項目（省令） 水質基準（省令）

健康に関連する項目 水道水が有すべき性状に関する項目

一般細菌
1mLの検水で形成され

る
集落数が100以下

亜鉛 1.0mg/L以下

大腸菌郡 検出されないこと 鉄 0.3mg/L以下

カドミウム 0.01mg/L以下 銅 1.0mg/L以下

水銀 0.0005mg/L以下 マンガン 0.05mg/L以下

鉛 0.05mg/L以下 塩素イオン 200mg/L以下

ヒ素 0.01mg/L以下 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/L以下

六価クロム 0.05mg/L以下 蒸発残留物 500mg/L以下

シアン 0.01mg/L以下 陰イオン活性剤 0.2mg/L以下

硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 10mg/L以下 フェノール類
フェノールとして
0.005mg/L以下

フッ素 0.8mg/L以下 有機物など 10mg/L以下

総トリハロメタン 0.1mg/L以下 ｐＨ値 5.8以上8.6以下

味 異常でないこと

臭気 異常でないこと

色度 5度以下

濃度 2度以下

給水－２
P165抜粋



水道法による水質基準（厚生労働省令による）

水質基準項目（省令） 水質基準（省令） 水質基準項目（省令） 水質基準（省令）

健康に関連する項目 水道水が有すべき性状に関する項目

一般細菌
1mLの検水で形成され

る
集落数が100以下

亜鉛 1.0mg/L以下

大腸菌郡 検出されないこと 鉄 0.3mg/L以下

カドミウム 0.01mg/L以下 銅 1.0mg/L以下

水銀 0.0005mg/L以下 マンガン 0.05mg/L以下

鉛 0.05mg/L以下 塩素イオン 200mg/L以下

ヒ素 0.01mg/L以下 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/L以下

六価クロム 0.05mg/L以下 蒸発残留物 500mg/L以下

シアン 0.01mg/L以下 陰イオン活性剤 0.2mg/L以下

硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 10mg/L以下 フェノール類
フェノールとして
0.005mg/L以下

フッ素 0.8mg/L以下 有機物など 10mg/L以下

総トリハロメタン 0.1mg/L以下 ｐＨ値 5.8以上8.6以下

味 異常でないこと

臭気 異常でないこと

色度 5度以下

濃度 2度以下

給水－２
P165抜粋



水道法による水質基準（厚生労働省令による）

水質基準項目（省令） 水質基準（省令） 水質基準項目（省令） 水質基準（省令）

健康に関連する項目 水道水が有すべき性状に関する項目

一般細菌
1mLの検水で形成され

る
集落数が100以下

亜鉛 1.0mg/L以下

大腸菌郡 検出されないこと 鉄 0.3mg/L以下

カドミウム 0.01mg/L以下 銅 1.0mg/L以下

水銀 0.0005mg/L以下 マンガン 0.05mg/L以下

鉛 0.05mg/L以下 塩素イオン 200mg/L以下

ヒ素 0.01mg/L以下 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/L以下

六価クロム 0.05mg/L以下 蒸発残留物 500mg/L以下

シアン 0.01mg/L以下 陰イオン活性剤 0.2mg/L以下

硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 10mg/L以下 フェノール類
フェノールとして
0.005mg/L以下

フッ素 0.8mg/L以下 有機物など 10mg/L以下

総トリハロメタン 0.1mg/L以下 ｐＨ値 5.8以上8.6以下

味 異常でないこと

臭気 異常でないこと

色度 5度以下

濃度 2度以下

給水－２
P165抜粋



雑用水の水質基準

用途 散水，水景（修景），清掃 水洗便所

残留塩素 0.1ppm以上 0.1ppm以上

pH 5.8以上8.6以下であること 5.8以上8.6以下であること

臭気 異常でないこと 異常でないこと

外観 ほとんど無色透明であること ほとんど無色透明であること

大腸菌 検出されないこと 検出されないこと

濁度 2度以下であること ――――

給水－３
P166
表3.2-2



（ａ）水道直結直圧方式

給水方式①

Ｐ ：水道本管の給水圧力（kPa）

Ｐ１：本管より器具までの高さ（kPa）

Ｐ２：配管等の圧力損失（kPa）

Ｐ３：器具の必要圧力（kPa）

Ｐ≧Ｐ１＋Ｐ２＋Ｐ３

給水－４

分水栓

道路

(P   )1 (P   )

乙止水栓

水道本管(P)

水道引込み管

甲止水栓

量水器

2

給水管

(P   )3

２階

M

給水装置（水道法）

３階以上の供給は
水道企業体に確認

最適径で計画する
ことが必要

負担金はメー
ター口径に掛

かる

P168 図3.2-4参照



（ａ）水道直結直圧方式

給水方式①

Ｐ ：水道本管の給水圧力（kPa）

Ｐ１：本管より器具までの高さ（kPa）

Ｐ２：配管等の圧力損失（kPa）

Ｐ３：器具の必要圧力（kPa）

Ｐ≧Ｐ１＋Ｐ２＋Ｐ３

給水－４

分水栓

道路

(P   )1 (P   )

乙止水栓

水道本管(P)

水道引込み管

甲止水栓

量水器

2

給水管

(P   )3

２階

M

給水装置（水道法）

３階以上の供給は
水道企業体に確認

最適径で計画する
ことが必要

負担金はメー
ター口径に掛

かる

P168 図3.2-4参照

水道本管の水圧によって建物内の
必要各所に直接水を送る

・2階までの建物（各住居）等
近年では、建物の4階または5階まで直結直圧給水を
認める水道事業者も増えている。



給水－５

給水方式②

（ｂ）水道直結増圧方式

圧力センサー

水道本管より

増圧ポンプユニット
(変速モータ付き)

量水器

給水管

制御盤

A

M

A

水道本管へ
の逆流防止
に注意

逆流防止装置

Ｈ＝Ｈ１＋Ｈ２＋Ｈ３

Ｈ ：ポンプの全揚程（kPa）

Ｈ１：実揚程（kPa）

Ｈ２：配管等の圧力損失（kPa）

Ｈ３：器具の必要圧力（kPa）

吸排気弁

P169 図3.2-5参照



給水－５

給水方式②

（ｂ）水道直結増圧方式

圧力センサー

水道本管より

増圧ポンプユニット
(変速モータ付き)

量水器

給水管

制御盤

A

M

A

水道本管へ
の逆流防止
に注意

逆流防止装置

Ｈ＝Ｈ１＋Ｈ２＋Ｈ３

Ｈ ：ポンプの全揚程（kPa）

Ｈ１：実揚程（kPa）

Ｈ２：配管等の圧力損失（kPa）

Ｈ３：器具の必要圧力（kPa）

吸排気弁

P169 図3.2-5参照

水道本管の水圧によって建物内の
必要各所に直接水を送る

水道管の水圧では給水できない高所の建物

11階くらいまでの建物（※15階）
・マンション
・事務所ビル 等

最下階の水圧に注意



（ｃ）高置水槽方式

給水方式③ 高置水槽

量水器

水道本管より

M

受水槽 揚水ポンプ

定水位弁

給水管

揚水管
給水管

必要最低水圧(P)

給水－６

給水装置（水道法）＋
導水装置（建築基準法）

高置水槽方式の場合、上階に
洗浄弁など負荷の大きいもの
がある時は配管サイズに注意

流速が速くなる

屋上の横引きはウォーターハンマーに
注意

P170 図3.2-6参照



（ｃ）高置水槽方式

給水方式③ 高置水槽

量水器

水道本管より

M

受水槽 揚水ポンプ

定水位弁

給水管

揚水管
給水管

必要最低水圧(P)

給水－６

給水装置（水道法）＋
導水装置（建築基準法）

高置水槽方式の場合、上階に
洗浄弁など負荷の大きいもの
がある時は配管サイズに注意

流速が速くなる

屋上の横引きはウォーターハンマーに
注意

・最上階の水圧確保
・最下階の水圧に注意

学校の屋上に高く
見える水槽は、
最高所にある器具に
必要な水圧が得られる
ようにしている

P170 図3.2-6参照

水道水をいったん受水槽に貯水し
ポンプで建物最高所にある高置水槽に

揚水し重力によって給水する

・病院 等
災害時の避難場所の建物



（ｄ）ポンプ直送方式

給水方式④

圧力センサー

流量センサー
水道本管より

受水槽 給水ポンプ
(変速モータ付き)

量水器 定水位弁
給水管

A

自動空気抜き弁

A

自動操作盤

A

M

A
A

A

給水－７

ポンプ能力以上は
供給できない

エア抜きの取り方
に注意

単独交互と
並列交互

インバータポンプの
特性を理解

①対応区域②即答時間

Ｈ ：ポンプの全揚程（kPa）

Ｈ１：実揚程（kPa）

Ｈ２：配管等の圧力損失（kPa）

Ｈ３：器具の必要圧力（kPa）

Ｈ≧Ｈ１＋Ｈ２＋Ｈ３

P170 図3.2-7参照



（ｄ）ポンプ直送方式

給水方式④

圧力センサー

流量センサー
水道本管より

受水槽 給水ポンプ
(変速モータ付き)

量水器 定水位弁
給水管

A

自動空気抜き弁

A

自動操作盤

A

M

A
A

A

給水－７

ポンプ能力以上は
供給できない

エア抜きの取り方
に注意

単独交互と
並列交互

インバータポンプの
特性を理解

①対応区域②即答時間

Ｈ ：ポンプの全揚程（kPa）

Ｈ１：実揚程（kPa）

Ｈ２：配管等の圧力損失（kPa）

Ｈ３：器具の必要圧力（kPa）

Ｈ≧Ｈ１＋Ｈ２＋Ｈ３

P170 図3.2-7参照

水道水をいったん受水槽に貯水し
ポンプで必要各所に供給する

最下階の水圧に注意



給水－８

給 水 方 式 の 特 徴 比 較

方式
水道直結方式 受水槽方式

水道直結直圧方式 水道直結増圧方式 高置水槽方式 ポンプ直送方式 圧力水槽方式

水質汚染の可能性 Ａ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ

給水圧力の変化
夏・冬で水道本管
の圧力変化あり

ほとんど一定 一定 ほとんど一定 多少変化あり

水道管断水時 給水停止 給水停止
受水槽・高置水槽

貯水分のみ給水可能

受水槽貯水分
のみ給水可能

同左

停電時の影響 影響なし 給水停止
高置水槽貯水分のみ

給水可能
給水停止 同左

設備費 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ

維持管理 Ａ(ほとんど不要) Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

適用建物

小規模建物

(一般には2階建
てまで)

病院，工場など以
外の一般の建物
（引込管径の制限
がある場合あり）

一般の建物
大規模建物，

地域給水，工場
小規模建物

〔注〕Ａ→Ｄの順に有利

P172 表3.2-3



給水－９

給 水 量 算 定 手 順 [１]

給水量の算定

人員の算定：Ｎ［人］

人が使用する水量：Ｎ×ｑd［L/日･人］

建物での１日当りの給水量：Ｑd ［L/日］ ＝Ｎ×ｑd＋ｑe

空調設備などで使用
する水量：ｑe［L/日］

建物種類別
単位給水量
の確認

建築面積
室数・定員
の確認

１人１日当りの給水量：ｑd［L/日･人］

P173
図3.2-8参照



給水－１０

給 水 量 算 定 手 順 [２]

① 建物での１日当りの給水量：Ｑd ［L/日］

② 時間平均予想給水量：Ｑh＝Ｑd/使用時間 ［L/ｈ］

③ 時間最大予想給水量：Ｑhmax＝（１．５～２）×Ｑh ［L/ｈ］

④ 瞬時最大予想給水量：Ｑmmax＝（３～４）×Ｑh /６０ ［L/ｈ］

受水槽容量
給水引込口径
高置水槽容量
揚水ポンプ能
力などの算定

に使用

給水主管径
の算定に使用

高置水槽方式でない場合の給水主管径・給水ポンプ能力は、
給水器具数による給水負荷計算等でも算定

受水槽の有効容量 ：（０．４～０．６）×Ｑd ［L］
高置水槽の有効容量：（０．１～０．１５）×Ｑd ［L］

※ 各自治体の指導基準による



建物種類別単位給水量・使用時間・人員

建物種類
単位給水量

[1日当たり]

使用時間

[h/d]
注 記

有効面積当たり
の人員など

備 考

戸建住宅

集合住宅

独身寮

200～400L/人

200～350L/人

400～600L/人

10

15

10

居住者1人当たり

居住者1人当たり

居住者1人当たり

0.16人/㎡

0.16人/㎡

官公庁

事務所
60～100L/人 9 在籍者1人当たり 0.2人/㎡

男子50ℓ/人,女子100ℓ/人

社員食堂・テナント等は
別途加算

工場 60～100L/人
操業時間

+1
在籍者1人当たり

座作業0.3人/㎡

立作業0.1人/㎡

男子50ℓ/人,女子100ℓ/人

社員食堂・シャワー等は
別途加算

総合病院
1500～3500L/床

30～60L/㎡
16

延べ面積1㎡

当たり

設備内容等により詳細に

検討する

ホテル全体

ホテル客室部

500～6000L/人

350～450L/人

12

12

設備内容等により詳細に

検討する

客室部のみ

喫茶店
20～25L/客

55～130L/店舗㎡
10

店舗面積には

厨房面積を含む

厨房で使用される水量のみ
便所洗浄水等は別途加算

給水－１１

単位予想給水量の設定が全てを決めていく
P174
表3.2-6参照



給 水 圧 力

給水圧力が高すぎると、下記のような弊害を生じる

① 水栓などの使用に際し、水がはねて使いにくい

② 配管内の流速が速くなり、流水音が発生したり、管内面が侵食される

③ 弁や水栓の消耗が早くなる

④ ウォータハンマが発生し、騒音が出たり配管の破線の原因になる

一般に給水圧力は住宅・ホテルなどの生活の場などでは許容圧力を300～400kPa、

一般の建物では400～500kPa以下にする

給水－１２



高層建築における給水圧力区分

（400～500kPaを超えないようにゾーニングする）

（ａ）中間水槽方式 （ｂ）減圧弁方式

揚水ポンプ受水槽

中間高置水槽

許容水圧範囲

高層高置水槽

許容水圧範囲

受水槽 揚水ポンプ

減圧弁

高置水槽

許容水圧範囲

給水－１３

減圧弁の仕様
に注意＆
故障時対応

ウオーター
ハンマー

P175
図3.2-9参照



必 要 水 圧 と 必 要 流 量

種類
最低必要圧力 最低必要流量

[kPa] [L/min]

一般水栓 30 8～10

自動水栓 50

水石鹸付き自動水栓 60

大小便器洗浄弁 70 105

シャワー 40～160（形状により異なる）

ガス給湯機
20（出湯量：3L/min程度）

～80（出湯量：10L/min程度）

大便器（洗浄タンク） 30 10

給水－１４

低圧型
あり

P175
表3.2-7参照



管 内 流 速 の 制 限

出典 井上宇市：建築設備ポケットブック、改訂第4版 P.284、相模書房2001による

管内流速は原則として2m/s以下としなければならない

（ウォターハンマーの防止）

流速の参考値（SHASE-S 206-2019より）

管 種 条 件 最適水速（m/s）

ポンプ吸込管
吸揚高吸込管長さ水温により異なる
給水用遠心ポンプのとき2m/s以下

0.5～1

ポンプ吐出管
空気を含む水で腐食のおそれがあるとき
最高4m/s

1.5～2

給水本管 給水本管 1～2

給水分岐管 建物内の給水管 0.5～0.7

給水遠方送水管 水道の配水本管 1.5～3

ボイラ給水管 水温70℃以上 0.6～1

排水ポンプ揚水管 1～1.5

給水－１５



給水タンク（貯水槽）の設置基準

ａ，ｂ，ｃのいずれも保守・点検を容易に行いうる距離とする（標準的にはａ，ｃ≧60cm，ｂ≧100cm）。また、
梁・柱などはマンホールの出入りに支障となる位置としてはならず、ａ’，ｂ’，ｄ，ｅは保守・点検に支障のな
い距離とする。

給水タンク

a'

平面図

外壁

外壁

a'

a

a

外壁

タンク周囲の空間を示すために表示
したもので、壁で仕切る必要はない

a

e a

G.L.

a

断面図

給水タンク

c

a

d b'
b

給水－１６

■建築基準法 告示により給排水衛生設備の技術基準が決められている（水槽、配管など）

・水槽容量の呼称・有効

・上部に排水管などは不可

吐水口空間と排水口空
間・オーバーフロー

P177
図3.2-13参照



水 質 汚 染 の 原 因

Ａ点の閉じられた場合、Ｂ点でバケツの中にホースが投入されたまま、Ｃ点の水栓を開いたとき、給水管内の圧力が

低下し負圧の状態となり、バケツの水が配管内に吸引される。

逆サイホンの例

C

池

E

D

Ａ

B

高置タンク

(排水へ)

F G.L.

オーバーフロー管

逆サイホン作用

給水－１７
P177
図3.2-14参照



排水の給水設備への逆流防止（逆サイホン作用）

吐水口空間の例

洗面器の立水栓の場合、JIS B 2061(給水栓)による吐水口空間は25mm

吐水口空間

立水栓（吐水口）

洗面器

吐水口端

あふれ縁

給水－１８

※吐水口空間とはオーバーフローではな
く、 あふれ縁との垂直距離

水受け容器とは
便器・浴槽など使用する水・し
た水若しくは洗浄されるべき汚
物を一時貯留又は排水系統に導

く為に用いられる容器



ク ロ ス コ ネ ク シ ョ ン の 例 ①

（ａ）上水配管と井水配管

クロスコネクション
（建基法・告示により規制）

井戸ポンプ

井戸

この接続は

井水配管

上水配管

水道本管

量水器

M

給水－１９

建築用地下水の採取の規制に
関する法律
①揚水設備・・
②井戸設備・・

P179
図3.2-17



ク ロ ス コ ネ ク シ ョ ン の 例 ②
（機械的な誤接続をいい、流体が混合する現象を含まない）

上水高置水槽 雑用水(井水)

高置水槽

断水に備えて弁で接続する

ことはクロスコネクション

上水

雑用水(井水)

（ｂ）上水と雑用水

給水－２０

上水の給水・給湯系統とその
他の系統が、配管･装置によ
り直接接続されること
（上水：水道水や水質基準に
適合する水）

P179
図3.2-17



受水槽・揚水ポンプ・高架水槽の算定手法

給水－２１

算定例 受水槽 高架水槽 揚水ポンプ

①
国土交通省営繕部

建築設備設計基準

時間最大予想給水量

× １～2 時間

時間最大予想給水量

× 0.5時間

時間最大予想給水量

÷ 60分

②
空気調和衛生工学会

便覧

1日予想給水量－

(引込給水能力×使用時間)

高架水槽＝

(ピーク給水量－揚水ポンプ能力)

×ピーク継続時間＋

(揚水ポンプ能力×揚水ポンプ運転時間)

③
名古屋市水道局給水

工事施行規準

日最大使用水量

× １／2 (40～60％）

日最大使用量

× １／10

高架水槽へ30分以内

で供給



器 具 給 水 負 荷 単 位

〔備考〕給湯栓併用の場合は、１個の水栓に対する器具給水負荷単位は上記の数値の3/4とする。

器具名 水 栓
器具給水負荷単位

器具名 水 栓
器具給水負荷単位

公衆用 私室用 公衆用 私室用

大便器

洗浄弁

8.5L超 10

6

事務室用流し 給水栓 3

節水Ⅰ型

8.5L以下
8

台所流し 給水栓 3

料理場流し 給水栓 4 2

節水Ⅱ型

6.5L以下
6

連合流し 給水栓 3

洗面流し

(水栓1個につき)
給水栓 2

洗浄

タンク

8.5L超 5

3

節水Ⅰ型

8.5L以下
4

浴槽 給水栓 4 2

シャワー 混合弁 4 2

節水Ⅱ型

6.5L以下
3

浴室一揃い

大便器が洗浄弁
による場合

8

小便器 洗浄弁
4L超 5 大便器が洗浄タンク

による場合
6

2～4L 3

洗面器 給水栓 2 1 水飲み器 水飲み水栓 2 1

手洗器 給水栓 1 0.5 湯沸器 ボールタップ 2

手術用洗面器 給水栓 3 散水・車庫 給水栓 5

給水－２２

給水配管を決める時に使う（もっとも使う方法）給湯 排水



瞬 時 最 大 流 量 の 算 定

（ａ）瞬時最大流量

（ｂ）瞬時最大流量（一部拡大）

〔注〕この図の曲線１は大便器洗浄弁の多い場合、曲線２はそれ以外の場合に用いる。
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給水－２３

1日平均（最大）→時間平均（最大）→瞬時最大



硬質塩化ビニルライニング鋼管 流量線図

給水－２４

（ヘーゼン・ウィリアムスの式による）

配管の選定は、

流速：2.0m/s以下
単位長さあたりの圧力損失：

0.3kPa/m以下

になるようにする。

ウエストンの式
①直圧水道管・・50mm以下

ヘーゼン・ウィリアムスの式
①直圧水道管・・75mm以上
②給水管・・SGP,VLP,VP,SUS

ダルシーワイズバッハ
①架橋ポリ管
②ポリブデン管

管路における
Ｃ値130
流速係数



例えば

大便器 8ケ

ここのサイズは？

洗浄弁の場合 8ケ × 10fu/ケ ＝ 80fu

洗浄タンクの場合 8ケ × 5fu/ケ ＝ 40fu

給水－２５

（8.5L超の値とする）

（8.5L超の値とする）



器 具 給 水 負 荷 単 位

〔備考〕給湯栓併用の場合は、１個の水栓に対する器具給水負荷単位は上記の数値の3/4とする。

器具名 水 栓
器具給水負荷単位

器具名 水 栓
器具給水負荷単位

公衆用 私室用 公衆用 私室用

大便器

洗浄弁

8.5L超 10

6

事務室用流し 給水栓 3

節水Ⅰ型

8.5L以下
8

台所流し 給水栓 3

料理場流し 給水栓 4 2

節水Ⅱ型

6.5L以下
6

連合流し 給水栓 3

洗面流し

(水栓1個につき)
給水栓 2

洗浄

タンク

8.5L超 5

3

節水Ⅰ型

8.5L以下
4

浴槽 給水栓 4 2

シャワー 混合弁 4 2

節水Ⅱ型

6.5L以下
3

浴室一揃い

大便器が洗浄弁
による場合

8

小便器 洗浄弁
4L超 5 大便器が洗浄タンク

による場合
6

2～4L 3

洗面器 給水栓 2 1 水飲み器 水飲み水栓 2 1

手洗器 給水栓 1 0.5 湯沸器 ボールタップ 2

手術用洗面器 給水栓 3 散水・車庫 給水栓 5

給水－２６



（ａ）瞬時最大流量

（ｂ）瞬時最大流量（一部拡大）

〔注〕この図の曲線１は大便器洗浄弁の多い場合、曲線２はそれ以外の場合に用いる。
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1日平均（最大）→時間平均（最大）→瞬時最大

240

80

瞬 時 最 大 流 量 の 算 定



給水－２８

ウエストンの式
①直圧水道管・・50mm以下

ヘーゼン・ウィリアムスの式
①直圧水道管・・75mm以上
②給水管・・SGP,VLP,VP,SUS

ダルシーワイズバッハ
①架橋ポリ管
②ポリブデン管

管路における
Ｃ値130
流速係数

240

80

0.14 0.28

配管の選定は、

流速：2.0m/s以下
単位長さあたりの圧力損失：

0.3kPa/m以下

になるようにする。

（ヘーゼン・ウィリアムスの式による）

硬質塩化ビニルライニング鋼管 流量線図



例題1 延べ面積8,000㎡の事務所ビルの給水設備において、つぎの条件から（a）、（b）の数値

の組み合わせとして、最も適当なものは（イ）～（ホ）のうちどれか。

1. 有効面積は延べ面積の60％とする。

2. 有効面積あたりの人員は0.2人/㎡とする。

3. 1日平均使用水量は100ℓ/人とする。

4. 1日平均使用時間（T）は8時間とする。

5. 受水タンクの有効容量（Vs）は1日使用水量（Qd）の50％とする。

6. 水道引込み管の管内流速は1.0～1.5 m/sの範囲とする。

7. 水道引込み管の1時間あたりの給水能力は（Qs）は、つぎの式を双方とも満足するものとする。

条件

Vs≧Qd-Qs・T
Qs（24-T）≧Vs

（a）水道引込み管径（A呼称）

（b）受水タンクの有効容量（ ㎥ ）

（a） （b）

（イ） 50 48

（ロ） 50 45

（ハ） 40 48

（ニ） 40 45

（ホ） 32 48



 事務所ビルの人員算定

8,000㎡ × 60％ × 0.2人/㎡ ＝ 960人

 1日給水量算定

960人 × 100ℓ/人・日 ＝ 96,000ℓ/日

 Vs ≧ Qd - Qs・T

48㎥ ≧ 96㎥ – Qs・8 ⇒ Qs ≧ 6㎥/h

Qs（24-T） ≧Vs

Qs（24-8） ≧48 ⇒ Qs ≧ 3㎥/h

96,000ℓ/日 × 50％ ＝ 48,000ℓ/日

48㎥
⇒

Qs ≧ 6㎥/hより

6,000ℓ/h ÷ 60 min/h

＝ 100ℓ/min

50A

⇒

⇒



ウエストンの式
①直圧水道管・・50mm以下

ヘーゼン・ウィリアムスの式
①直圧水道管・・75mm以上
②給水管・・SGP,VLP,VP,SUS

ダルシーワイズバッハ
①架橋ポリ管
②ポリブデン管

管路における
Ｃ値130
流速係数

配管の選定は、

流速：2.0m/s以下
単位長さあたりの圧力損失：

0.3kPa/m以下

になるようにする。

（ヘーゼン・ウィリアムスの式による）

硬質塩化ビニルライニング鋼管 流量線図



例題1 延べ面積8,000㎡の事務所ビルの給水設備において、つぎの条件から（a）、（b）の数値

の組み合わせとして、最も適当なものは（イ）～（ホ）のうちどれか。

1. 有効面積は延べ面積の60％とする。

2. 有効面積あたりの人員は0.2人/㎡とする。

3. 1日平均使用水量は100ℓ/人とする。

4. 1日平均使用時間（T）は8時間とする。

5. 受水タンクの有効容量（Vs）は1日使用水量（Qd）の50％とする。

6. 水道引込み管の管内流速は1.0～1.5 m/sの範囲とする。

7. 水道引込み管の1時間あたりの給水能力は（Qs）は、つぎの式を双方とも満足するものとする。

条件

Vs≧Qd-Qs・T
Qs（24-T）≧Vs

（a）水道引込み管径（A呼称）

（b）受水タンクの有効容量（ ㎥ ）

（a） （b）

（イ） 50 48

（ロ） 50 45

（ハ） 40 48

（ニ） 40 45

（ホ） 32 48



給湯設備

（P184～P197）



考慮するポイント

水 湯

熱を加えると

⚫体積の膨張による圧力上昇 → 逃し装置

⚫容器の膨張による伸縮 → 伸縮継手

⚫エアーの析出による腐食・供給不能 → エアー抜き

⚫レジオネラ属菌の繁殖（20～50℃）→ 高温化・殺菌

■ 滅菌・・・微生物を完全に死滅させるか、取り除き、無菌状態にする。

■ 消毒・・・病原性微生物を死滅・消滅し、人によって衛生的に安全状態にする。

（非病原性微生物がいても問題ない）

■ 装置の圧力上昇には法の規制がかかる・・・・圧力容器、ボイラ等

■ 給湯の計算は通常60℃換算で行うことが多い・・・給湯量に注意

給湯－１



給湯－２

用途別使用温度

使用用途 使用温度[℃] 説明

食器洗浄 39
普通吐水は7.5L/min

シャワー吐水は5.0L/min

洗顔 37.5 給湯量8.0±1.5L/min

洗髪 40.5 給湯量8.5±1.5L/min

入浴 40.1～40.5   標準40.5℃

ハンドシャワー 40.5±1.5 給湯量8.5±1.5L/min

壁掛けシャワー 42.0±1.5 給湯量13±1.5L/min

P186
表3.3-1参照

給水温度5℃で60℃のお湯を沸き上げる際、

40℃で20L要求されたときに必要となる給湯量は以下のように換算します。

40 𝐾 − 5 𝐾

60 𝐾 − 5 𝐾
× 20 Τ𝐿 𝑚𝑖𝑛 = 12.72 Τ𝐿 𝑚𝑖𝑛



給湯－３

建物用途別の使用湯量の原単位

建物種別
給湯量

（年平均1日あたり）
時間最大給湯量

[L/h]
時間最大給湯量の継

続時間[h]

事務所 7～10[L/人]
1.5～2.5

（1人あたり）
2

ホテル（客室） 150～250[L/人] 20～40（1人あたり） 2

総合病院
2～4[L/㎡]

0.4～0.8
（㎡あたり）

1

100～200[L/床] 20～40（床あたり） 1

レストラン 40～80[L/㎡] 10～20（㎡あたり）
2 ※（客席＋厨房）

面積あたり

軽食店 20～30[L/㎡] 5～8（㎡あたり） 2 ※同上
そば・喫茶・軽食

集合住宅 150～300[L/戸] 50～100（戸あたり） 2

大浴場洗い場 50[L/人] 1日入浴者数×0.15×50
ー ※1日最大入浴者数
＝ロッカー数×6.5

P187
表3.3-2



給湯－４

器 具 別 の 使 用 湯 量

≪器具同時使用率≫ 病院・ホテル：25％ ， 住宅・集合住宅・事務所：30％ ， 工場・学校：40％

器具種別
1回当たり
給湯量

[L]

1時間当たり
使用回数

[回]

1時間当たり
給湯量
[L/ｈ]

備 考

個人洗面器 7.5 1 7.5

一般洗面器 5 2～8 10～40

洋風浴槽 100 1～3 100～300

シャワー 50 1～6 50～300

台所流し 15 3～5 45～75 皿洗い機の場合は機器の仕様による

配膳流し 10 2～4 20～40

掃除流し 15 3～5 45～75

洗濯流し 15 4～6 60～90 機器の使用による

公衆浴場 一人当り 30 3～4 90～120

P187
表3.3-3



給湯－５

使用人員数による給湯量算定手順（中央式給湯）

給湯量の算定

人員の算定：Ｎ［人］

１人１日当りの給湯量：ｑd［L/日･人］

１日最大予想給湯量：Ｑd ［L/日］＝Ｎ×ｑd

建物用途別
使用湯量の
原単位確認

室数・定員
の確認

時間最大予想給湯量：Ｑmh ［L/ｈ］＝Ｑd ×ｑh

時間最大値の１日使用量に対する割合：ｑh［％］



給 湯 方 式 の 比 較

給湯方式 局 所 式 中 央 式

加熱器の種類
ガス・電気

瞬間式湯沸器

ガス・電気

貯湯式湯沸器

ガス・電気・

油焚給湯ボイラ

蒸気・温水ボイラ+

貯湯タンク（コイル付）

温水ボイラ・給湯温水器+

貯湯タンク（コイル無）

長 所

1. 給湯箇所が限定されているので、配管や加熱器の

規模が小さく、維持しやすい

2. 用途に応じた必要箇所で必要温度の湯が比較的簡

単に得られる

3. 建築完了後においても、給湯箇所の増設に比較的

対応できる

4. 熱損失が少ない

1. 加熱装置が機械室など他の設備機器とともに設置さ

れるため、集中管理しやすい

2. 貯湯タンクの容量により、瞬間的な過負荷にも水

量・温度にも安定供給できる

3. 器具の同時使用率を考慮して、加熱装置の総量を小

さくできる

短 所

1. 規模の大きい建物では加熱器が点在するため、維

持管理が面倒になる

2. ガス湯沸器を建物内に設置する場合、排気装置を

必要とするため、構造・意匠上制約を受ける

3. 簡易ボイラでは使用水頭10m未満の制限を受ける

ため、給水圧力と差異を生じ、混合水栓やシャワ

ーなどで使用に不便をきたすことがある

1. 設備規模が大、かつ複雑であるため、設備費が高い

2. 故障・点検時のために、バックアップを必要とする

場合がある

3. 取扱作業主任者など有資格者を必要とする場合や、

定期点検を必要とする場合がある

4. 配管・機器からの熱損失が大きい

給湯－６



中 央 式 給 湯 方 式

高置水槽

逃し装置
（膨張管）給水管

給湯管

返湯管

加熱装置

給湯循環ポンプ（管内の湯温低下を補填する
ために設置、水栓の吐水圧ではない）

給湯－７

エアが抜けるように配管を計画
（腐食・供給不良）

配管の伸縮を吸収

膨張タンク

上向き給湯式 P189
図3.3-4参照



給水設備が減圧弁によってゾーニングされる場合の給湯設備のゾーニング

（ａ）低層階の加熱装置を給水設備の
減圧弁以降に設ける方式

給水管

給湯管

返湯管

減圧弁

給水管

給湯管

返湯管

逃し管

加熱装置

給湯循環ポンプ

高架水槽

逃し管

加熱装置

給湯循環ポンプ
（ｂ）給湯設備における誤りやすい

減圧弁の設備方法

逃し管

加熱装置

高架水槽

給水管

給湯管

返湯管

給水管

給湯管

返湯管

減圧弁

給湯－８

×

給湯が戻らない

P191 図3.3-7参照

給湯循環ポンプ



テキストの図の訂正

給水管

減圧弁

高架水槽

給湯－９

P191 図3.3-7参照

貯湯槽

返湯管

給湯管

給水管

減圧弁

高架水槽

貯湯槽

返湯管

給湯管

メイン管に減圧弁を付けてしまうと、
屋上までお湯が戻らない。



加 熱 装 置 の 能 力

給湯－１０

• 給湯機の加熱能力 𝐻𝑠 𝑘𝑊

𝐻𝑠 =
𝐾1×𝑄ℎ𝑚 Τ𝐿 ℎ × 𝑡ℎ−𝑡𝑐 𝐾 ×4.186 Τ𝑘𝐽 𝑘𝑔∙𝐾 ×1.0 Τ𝑘𝑔 𝐿

3,600 Τ𝑠𝑒𝑐 ℎ

= 0.001163 × 𝐾 × 𝑄ℎ𝑚 Τ𝐿 ℎ × 𝑡ℎ − 𝑡𝑐 𝐾

• kWとkcal/hについて

・1Lの水を1時間で1℃上昇させるのに必要な熱量を、1kcal/hという。

・上記式の𝑄ℎ𝑚 Τ𝐿 ℎ × 𝑡ℎ − 𝑡𝑐 𝐾 の部分がkcal/hを表している。

・ 1 Τ𝑘𝑐𝑎𝑙 ℎ = 0.00116 𝑘𝑊 ， 1 𝑘𝑊 = 860 Τ𝑘𝑐𝑎𝑙 ℎ で、

これらの値は上記式青色の定数を計算したものとその逆数。

𝑄ℎ𝑚 ∶時間最大予想給湯量 Τ𝐿 ℎ

𝐾1 ∶余裕係数 1.1~1.2

𝑡ℎ ∶給湯温度 ⇒ 60 ℃

𝑡𝑐 ∶給水温度 ⇒ 5 ℃



加 熱 装 置 の 種 類

１．ガス給湯器

給湯－１１

ガス給湯器（従来型） 潜熱回収型ガス給湯器（高効率型）

水 湯

熱交換器

第2段階

ガス

給水管 排熱（50℃）

水 湯

熱交換器

ガス

給水管
排熱（200℃）

中和水の排水に注意

P193 図3.3-8参照
P194 図3.3-9参照

第1段階

熱交換器

排水

中
和
器



大気圧式温水器と貯湯槽との組合せ

大気圧式温水器

貯湯槽

給湯

返湯

給水
温水

火炉

給湯
循環ポンプ

一次
循環ポンプ

2．中央式給湯システムの例①

給湯－１２

レジオネラ菌対策のため60℃以上に保持

密閉式膨張タンクの位置
及び設定圧力に注意

熱源機



加熱コイル付貯湯槽

加熱コイル

循環ポンプ

給湯

返湯給水

熱源（蒸気・高温水など）
効率は横型より竪型がよい

貯湯槽（ストレージタンク）

給湯－１３

第1種圧力容器に該当
の場合あり

P193
図3.3-8参照

2．中央式給湯システムの例②



自然冷媒ヒートポンプ式給湯機

３．ヒートポンプ式給湯機の例

給湯－１４

給湯

給水

貯湯槽

大気エネルギー
を吸熱

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
取
り
出
す

熱交換器

コンプレッサ

冷媒
ヒートポンプ

電
気
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
投
入

P194
図3.3-9



強制循環形太陽熱利用設備の例
（直接加熱方式）

家庭用自然循環形太陽熱温水器
（直接加熱方式）

貯湯槽

返湯給水

システム
循環ポンプ

循環ポンプ

集熱ポンプ

集熱返り管

給湯

補助加熱装置

集熱器

集
熱
往
き
管

貯湯槽

給
湯

給
水

集熱管

集熱管にヒートパイプを
使用しているものもある。

４．太陽熱利用の例(直接加熱方式）

給湯－１５

ここは
高温

P193
図3.3-8参照



逃がし管（膨張管）の立ち上げ高さ

安全装置に関しては労働安全衛生法によって、安全弁（逃がし弁）などの安全装置の設置が規定されている。
密閉式膨張タンクは安全装置ではありません、開放式、安全弁、可溶栓を選定する必要があります。

加熱装置

高置水槽

給水管

逃し管
（膨張管,25mm以上）

H≧ -1 h

ρ：水の比重量[kg/L]
ρ’：湯の比重量[kg/L]

ρ
ρ’

H

h

安全装置の例

給湯－１６

管材質に注意（水温）

開放式膨張タンクの例

P195
図3.3-12参照



例題2 図のような給水設備において、つぎの条件から（a）～（c）の数値として、最も適当なも

ののみの組み合わせは（イ）～（ホ）のうちどれか。

1. 器具給水単位による同時使用流量は洗浄弁が多い場合のものとする。

2. 各階の管末給水栓は大便器洗浄弁とし、必要圧力は70kPa、取付け高さは床上50cmとする。

3. B点より5階管末給水栓までの横枝管実管長は20mとする。

4. 管継手・弁類の相当管長は、立て主管（A～B間）および横枝管実管長のそれぞれ

50％、100％とする。

5. 管内流速は2.0m/s以下とし、損失水頭圧は0.3kPa/m以下とする。

条件

（a）A～B間の同時使用流量（L/min）

（b）A～B間の許容摩擦損失水頭（kPa/m）

（c）A～B間の管径（呼び径A）

（a） （b） （c）

（イ） 250 0.20 65

（ロ） 250 0.28 65

（ハ） 250 0.14 80

（ニ） 350 0.25 80

（ホ） 350 0.55 65

低水位

塔屋屋上

塔屋1階

5階

2
.5

m
3

.2
m

3
.8

m

給水負荷単位計150

給水負荷単位計45

1
m

3m

2
m

A

B



（a） 給水負荷単位

150fu + 45fu ＝ 195fu 350ℓ/min

⇒

0.25kPa/m

⇒

80A



（ａ）瞬時最大流量

（ｂ）瞬時最大流量（一部拡大）

〔注〕この図の曲線１は大便器洗浄弁の多い場合、曲線２はそれ以外の場合に用いる。
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195
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瞬 時 最 大 流 量 の 算 定



ウエストンの式
①直圧水道管・・50mm以下

ヘーゼン・ウィリアムスの式
①直圧水道管・・75mm以上
②給水管・・SGP,VLP,VP,SUS

ダルシーワイズバッハ
①架橋ポリ管
②ポリブデン管

管路における
Ｃ値130
流速係数

350

0.25
(b)

配管の選定は、

流速：2.0m/s以下
単位長さあたりの圧力損失：

0.3kPa/m以下

になるようにする

（ヘーゼン・ウィリアムスの式による）

硬質塩化ビニルライニング鋼管 流量線図



例題2 図のような給水設備において、つぎの条件から（a）～（c）の数値として、最も適当なも

ののみの組み合わせは（イ）～（ホ）のうちどれか。

1. 器具給水単位による同時使用流量は洗浄弁が多い場合のものとする。

2. 各階の管末給水栓は大便器洗浄弁とし、必要圧力は70kPa、取付け高さは床上50cmとする。

3. B点より5階管末給水栓までの横枝管実管長は20cmとする。

4. 管継手・弁類の相当管長は、立て主管（A～B間）および横枝管実管長のそれぞれ

50％、100％とする。

5. 管内流速は2.0m/s以下とし、損失水頭圧は0.3kPa/m以下とする。

条件

（a）A～B間の同時使用流量（L/min）

（b）A～B間の許容摩擦損失水頭（kPa/m）

（c）A～B間の管径（呼び径A）

（a） （b） （c）

（イ） 250 0.20 65

（ロ） 250 0.28 65
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おわり

業務の参考になれば幸いです
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